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５ 相談支援専門員の担当件数の実態把握及び標準担当件数の妥当

性及び相談支援事業所における加算の算定状況等に関する調査研究 

 

以下では、「特定事業所加算」の算定をしている事業所としていない事業所で事業所種別を区分し、クロ

ス集計値を表記している。 

 

(1) 事業所の基本情報 

①運営法人・設置法人 

事業所運営法人・設置法人は、いずれも「社会福祉法人（社会福祉協議会以外）」が多くなっている。 

図表 364 事業所運営法人 

 

図表 365 事業所設置法人 

 

  

3.3

9.0

9.0

9.0

55.6

64.4

45.9

3.9

5.2

13.2

8.9

18.0

11.5

7.9

15.5

4.5

3.5

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,032]

特定事業所加算あり[N=542]

特定事業所加算なし[N=490]

都道府県、市区町村、広域連合、一部事務組合 社会福祉協議会

社会福祉法人（社会福祉協議会以外） 医療法人

営利法人（株式･合名･合資･合同会社） 特定非営利活動法人（ＮＰＯ）

その他の法人 無回答

5.5

4.6

6.5

8.3

8.3

8.4

53.1

61.8

43.5

3.8

5.0

13.2

8.9

18.0

11.4

7.7

15.5

4.4

3.5

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,032]

特定事業所加算あり[N=542]

特定事業所加算なし[N=490]

都道府県、市区町村、広域連合、一部事務組合 社会福祉協議会

社会福祉法人（社会福祉協議会以外） 医療法人

営利法人（株式･合名･合資･合同会社） 特定非営利活動法人（ＮＰＯ）

その他の法人 無回答
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②事業所の相談支援業務における指定等の状況 

事業所の相談支援業務における指定等の状況は、「指定特定相談支援」が86.7%、「指定障害児相談支援」

が73.8%、「指定一般相談支援」が48.4%等となっている。 

図表 366 事業所の相談支援業務における指定等の状況〔複数回答〕 

 

 

  

86.7

48.4

73.8

21.9

6.7

4.6

2.3

4.7

3.9

1.0

1.2

2.9

10.7

88.9

61.3

79.3

31.2

10.1

6.8

3.1

7.9

3.1

1.5

1.5

3.9

10.1

84.3

34.3

67.8

11.6

2.9

2.0

1.4

1.0

4.7

0.4

0.8

1.8

11.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

指定特定相談支援

指定一般相談支援

指定障害児相談支援

地域生活支援事業の障害者相談支援事業を受託している

市町村等の基幹相談支援センターを受託している

地域生活支援事業の基幹相談支援センター等機能強化事業を
受託している

地域生活支援事業の住宅入居等支援事業（居宅サポート事
業）を受託している

自立生活援助

介護保険の居宅介護支援（介護予防支援含む）

地域包括支援センターを受託している

生活困窮者自立支援制度の自立相談支援事業を受託している

その他

無回答

全体[N=1,032] 特定事業所加算あり[N=542] 特定事業所加算なし[N=490]
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③同一所在地で実施している障害福祉サービス等 

同一所在地で実施している障害福祉サービス等は、「生活介護」が33.0%、「就労支援（就労移行支援・

就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型・就労定着支援）」が27.8%、「児童発達支援・放課後等デイサービ

ス」が23.0%等となっている。 

図表 367 同一所在地で実施している障害福祉サービス等〔複数回答〕 

 

 

  

15.9

21.7

21.1

2.9

33.0

14.9

11.8

5.5

27.8

23.0

4.0

4.5

10.2

4.5

13.5

4.9

18.6

19.9

24.5

4.1

35.2

16.8

14.2

6.8

25.6

22.5

4.2

5.4

9.4

5.2

15.5

5.4

12.9

23.7

17.3

1.6

30.6

12.9

9.2

4.1

30.2

23.5

3.7

3.5

11.0

3.7

11.2

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同一所在地で実施している他サービスはない

訪問系サービス（居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援
護・重度障害者等包括支援）

短期入所

療養介護

生活介護

施設入所支援

共同生活援助

自立訓練（機能訓練・生活訓練）

就労支援（就労移行支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支
援Ｂ型・就労定着支援）

児童発達支援・放課後等デイサービス

居宅訪問型児童発達支援・保育所等訪問支援

障害児入所施設

介護保険の訪問介護（介護予防含む）

訪問看護（医療保険、介護保険）

その他

無回答

全体[N=1,032] 特定事業所加算あり[N=542] 特定事業所加算なし[N=490]
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④事業所の計画作成件数 

事業所の計画作成件数は、平成31年４月～令和元年９月の半年間の合計で、計画相談支援の「サービス利

用支援」が平均56.7件、「継続サービス利用支援」が平均133.2件、「実利用者数」が平均133.9人となって

いる。また、障害児相談支援の「障害児支援利用援助」が平均28.6件、「継続障害児支援利用援助」が平均

40.5件、「実利用者数」が平均47.2人となっている。加算事業所で平均件数等が多くなっている。 

図表 368 事業所の計画作成件数 

平均値 全体[N=1,007] 特定事業所加算あり
[N=531] 

特定事業所加算なし
[N=476] 

計画相談支援 サービス利用支援（件） 56.7 78.9 31.8 
 継続サービス利用支援（件） 133.2 189.8 70.0 
 実利用者数（人） 133.9 186.1 75.6 
障害児相談支援 障害児支援利用援助（件） 28.6 36.8 19.5 
 継続障害児支援利用援助（件） 40.5 53.7 25.8 
 実利用者数（人） 47.2 61.9 30.8 

※実利用者数：平成31年４月～令和元年９月の半年間で、サービス等利用計画・障害児支援利用計画を作成した利用者の実人数。平成

31年４月～令和元年９月に終了し、更新しなかった利用者も含む。 

 

事業所の計画作成件数を区分して見たところ、「100～199件」が27.8%、「200～299件」が19.1%、

「300～499件」が17.6%となっている。加算事業所では件数が200件以上の事業所が多く、未加算事業所で

は200件未満の事業所が多い。 

図表 369 事業所の計画作成件数区分 

 

 

  

7.7

15.3

13.6

4.2

23.9

27.8

19.6

36.9

19.1

25.6

11.8

17.6

27.3

6.9

11.8

20.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,032]

特定事業所加算あり[N=542]

特定事業所加算なし[N=490]

49件以下 50～99件 100～199件 200～299件 300～499件 500件以上 無回答
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(2) 各種加算の取得状況について 

①加算取得状況 

事業所の届出加算の取得状況を聞いたところ、「特定事業所加算」が52.5%、「行動障害支援体制加算」

が36.6%、「精神障害者支援体制加算」が35.6%、「要医療児者支援体制加算」が21.5%、「地域生活支援

拠点等相談強化加算」が1.6%、「地域体制強化共同支援加算」が1.2%となっている。 

図表 370 加算取得状況〔複数回答〕 

 

  

52.5

36.6

21.5

35.6

1.6

1.2

33.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特定事業所加算

行動障害支援体制加算

要医療児者支援体制加算

精神障害者支援体制加算

地域生活支援拠点等相談強化加算

地域体制強化共同支援加算

無回答

全体[N=1,032]
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②新規届出時期区分 

特定事業所加算の届出をしている事業所に、新規届出時期を聞いたところ、「平成30年4月」が30.1%、

「平成29年度以前」が29.7%、「平成30年5月～平成31年3月」が20.1%、「平成31年4月以降」が11.1%

となっている。 

図表 371 新規届出時期区分 

 

 

③変更届出時期区分 

変更届出の時期については、「平成30年4月」が31.5%、「平成31年4月」が24.1%、「令和元年5月以降」

が23.2%、「平成30年5月～平成31年3月」が21.2%となっている。 

図表 372 変更届出時期区分 

 

 

  

平成29年度以前
29.7%

平成30年4月
30.1%

平成30年5月～平成31
年3月
20.1%

平成31年4月以降
11.1% 無回答

9.0%

特定事業所加算あり[N=542]

平成30年4月
31.5%

平成30年5月～平成31
年3月
21.2%

平成31年4月
24.1%

令和元年5月以降
23.2%

特定事業所加算あり[N=241]
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④変更前加算・変更後加算 

特定事業所加算の変更の届出をしている事業所に、その前後での加算区分を聞いたところ、変更前加算は、

「Ⅲ（旧）」が45.6%、「Ⅳ」が16.2%、「Ⅲ（新）」が14.1%等となっている。変更後加算は、「Ⅱ」が

51.0%、「Ⅲ（新）」が24.9%等である。 

 

図表 373 変更前加算 

 

図表 374 変更後加算 

 

 

  

Ⅰ
3.3%

Ⅱ
8.3%

Ⅲ（旧）
45.6%

Ⅲ（新）
14.1%

Ⅳ
16.2%

無回答
12.4%

特定事業所加算あり[N=241]

Ⅰ
4.1%

Ⅱ
51.0%Ⅲ（新）

24.9%

Ⅳ
12.0%

無回答
7.9%

特定事業所加算あり[N=241]
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⑤特定事業所加算の今後の見込 

特定事業所加算の今後の見込について聞いたところ、「当面（次期報酬改定まで）は現在の加算区分を維

持」が62.9%と多くなっている。 

図表 375 特定事業所加算の今後の見込 

 

 

 

⑥過去の特定事業所加算の届出 

特定事業所加算を算定していない事業所に、過去の特定事業所加算の届出状況を聞いたところ、「届出申

請をしたことがない」が91.4%と多くなっている。なお、「届出申請をしたが不受理だったことがある」の

回答は０だった。 

図表 376 過去の特定事業所加算の届出〔複数回答〕 

 

  

当面（次期報
酬改定まで）は
現在の加算区

分を維持
62.9%

単位数の高い方向で加算
を変更する（Ⅱ、Ⅳは

2021年３月までとされて
いるため、それ以降に加算
を変更する場合も含む）

20.8%

単位数の低い方向で加算
を変更する（同上）

0.9%

加算の届出を終了す
る可能性が高い

3.7%

わからない、特に検討して
いない、決まっていない

9.4%

無回答
2.2%

特定事業所加算あり[N=542]

1.2

4.3

0.0

91.4

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

届出をしていたことがある
（旧特定事業所加算）

届出をしていたことがある
（現行の特定事業所加…

届出申請をしたが不受理
だったことがある

届出申請をしたことがない

無回答

特定事業所加算なし[N=490]
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⑦特定事業所加算の今後の届出の見込 

特定事業所加算を算定していない事業所に、特定事業所加算の今後の届出の見込を聞いたところ、「届出

を考えているが、具体的な準備等はしていない又は届出はしない」が76.7%と多くなっている。 

図表 377 特定事業所加算の今後の届出の見込 

 

 

⑧届出を考えている区分 

加算届出を考えている事業所に、届出する加算区分を聞いたところ、「区分Ⅳ」が61.3%と多くなってい

る。 

図表 378 届出を考えている区分 

 

 

  

近いうちに届出を考えてい
る（届出の準備等をして

いる）
6.3%

届出を考えているが、具体
的な準備等はしていない

又は届出はしない
76.7%

無回答
16.9%

特定事業所加算なし[N=490]

区分Ⅰ
3.2%

区分Ⅱ
12.9% 区分Ⅲ

6.5%

区分Ⅳ
61.3%

無回答
16.1%

特定事業所加算なし[N=31]
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⑨特定事業所加算を取得しない理由 

加算の届出を考えていない事業所に、特定事業所加算を取得しない理由を聞いたところ、「加算の要件を

満たすことが難しいから」が79.3%と多くなっている。 

図表 379 特定事業所加算を取得しない理由〔複数回答〕 

 

 

  

79.3

6.9

2.7

16.5

5.1

5.3

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加算の要件を満たすことが難しいから

届出等の事務が煩雑だから

加算を取得しなくても現在の報酬で経営可能だから

加算要件を満たすためのコストが、加算による報酬の増加を上回ると
思うから

その他

特に理由はない、わからない

無回答

特定事業所加算なし[N=376]
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⑩特定事業所加算の要件で満たすことが難しいと思われるもの 

特定事業所加算の要件で満たすことが難しいと思われるものについて聞いたところ、「1-2 相談支援専門

員を２～４名以上配置」が66.8%、「1-1 専ら計画相談支援・障害児相談支援に従事する常勤」が49.7%、

「2-2 24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を整備している」が

46.3%で、この３つの条件をあげる事業所が多い。 

図表 380 特定事業所加算の要件で満たすことが難しいと思われるもの〔複数回答〕 

 

  

49.7

66.8

19.1

9.7

46.3

14.1

19.8

9.4

12.1

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1-1 専ら計画相談支援・障害児相談支援に従事する常勤

1-2 相談支援専門員を２～４名以上配置

1-3 うち１名以上が主任相談支援専門員/相談支援従事者現
任研修修了者である

2-1 利用者に関する情報またはサービス提供にあたっての留意事
項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催している

2-2 24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の
相談に対応する体制を整備している

2-3 新規に採用したすべての相談支援専門員に対し、主任相談
支援専門員/相談支援従事者現任研修修了者の同行による研…

3 基幹相談支援センター等から支援困難ケースが紹介された場合
に、当該ケースを受託する体制を整備している

4 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加して
いる

5 サービス利用支援・継続サービス利用支援を提供する件数が、
相談支援専門員１人あたり月40件未満である

無回答

特定事業所加算なし[N=298]
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⑪加算で算定実績のあるもの 

以下の加算で、平成31年４月～令和元年９月における算定実績のあるものを聞いたところ、「初回加算」

が71.2%、「サービス提供時モニタリング加算」が66.3%、「サービス担当者会議実施加算」が49.7%等と

なっている。全般的に特定事業所加算を算定している事業所で、実績が多くなっている。 

図表 381 加算で算定実績のあるもの〔複数回答〕 

 

 

平成31年４月～令和元年９月の半年間の算定回数は、平均で「サービス提供時モニタリング加算」が85.5

回、「サービス担当者会議実施加算」が35.1回、「初回加算」が12.5回等となっている。 

図表 382 算定回数 

平均値（回） 全体[N=710] 特定事業所加算あり
[N=413] 

特定事業所加算なし
[N=297] 

初回加算 12.5 15.2 8.8 
入院時情報連携加算（Ⅰ） 2.5 2.6 2.3 
入院時情報連携加算（Ⅱ） 1.9 1.7 2.2 
退院・退所加算 1.9 2.0 1.4 
居宅介護支援事業所等連携加算 1.7 1.8 1.6 
医療・保育・教育機関等連携加算 5.3 5.9 3.9 
サービス担当者会議実施加算 35.1 40.3 24.9 
サービス提供時モニタリング加算 85.5 102.9 57.6 

 

  

71.2

19.1

12.7

18.9

17.4

22.5

49.7

66.3

18.1

78.4

27.1

17.7

27.3

25.3

30.1

62.2

76.9

13.8

63.3

10.2

7.1

9.6

8.8

14.1

35.9

54.5

22.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初回加算

入院時情報連携加算（Ⅰ）

入院時情報連携加算（Ⅱ）

退院・退所加算

居宅介護支援事業所等連携加算

医療・保育・教育機関等連携加算

サービス担当者会議実施加算

サービス提供時モニタリング加算

無回答

全体[N=1,032] 特定事業所加算あり[N=542] 特定事業所加算なし[N=490]
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⑫情報提供方法（加算Ⅱ） 

入院時情報連携加算の実績のある事業所に、情報提供方法（加算Ⅱ）を聞いたところ、「電話」が32.8%、

「ＦＡＸ」が19.1%、「郵送」が15.3%等となっている。 

図表 383 情報提供方法（加算Ⅱ）〔複数回答〕 

 

 

⑬相談支援専門員の活動・取組等の向上していること 

連携に関する加算が新設された前後で、相談支援専門員の活動・取組等で向上していると思うことを聞い

たところ、「日頃から積極的に関係機関等と情報連携を行うこができるようになった」が35.6%となってい

る。一方、「特に変化はない」は30.1%となっている。 

図表 384 相談支援専門員の活動・取組等の向上していること〔複数回答〕 

 

32.8

19.1

15.3

3.8

8.4

53.4

33.3

18.8

18.8

5.2

5.2

56.3

31.4

20.0

5.7

0.0

17.1

45.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電話

ＦＡＸ

郵送

電子メール

その他

無回答

全体[N=131] 特定事業所加算あり[N=96] 特定事業所加算なし[N=35]

35.6

25.9

23.2

21.5

20.5

7.4

30.1

12.1

37.5

27.2

23.0

21.2

21.2

7.4

28.3

12.4

31.1

23.0

23.8

22.1

18.9

7.4

34.4

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日頃から積極的に関係機関等と情報連携を行うこができるように
なった

利用者の日頃の状況等を随時確認するようになった

関係機関等の関係する分野について知識を深めるようになった

関係機関等からの質問、情報提供依頼等に迅速・適切に対応
することができるようになった

関係機関等からの協力要請等（訪問、同行等を伴うもの）に迅
速・適切に対応することができるようになった

その他

特に変化はない

無回答

全体[N=405] 特定事業所加算あり[N=283] 特定事業所加算なし[N=122]
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⑭加算を取得しない理由 

連携等に関する加算について、取得しない理由を聞いたところ、「利用者が関係機関を利用することが無

かった」が18.6%等と比較的多くなっている。 

図表 385 加算を取得しない理由〔複数回答〕 

 

 

  

2.6

18.6

6.8

2.7

0.6

13.0

1.6

11.4

0.4

14.1

50.2

3.0

16.2

5.4

3.0

0.4

10.7

0.7

10.1

0.4

14.2

56.6

2.2

21.2

8.4

2.4

0.8

15.5

2.7

12.9

0.4

13.9

43.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者が、関係機関（病院、施設、教育機関等）を利用して
いることを把握していなかった

利用者が関係機関を利用することが無かった

事業所において、関係機関との連携のための体制整備ができてい
なかった

物理的な距離、担当者を把握していない等の関係機関側の問
題

個人情報の提供、授受について、利用者、家族、関係機関等か
ら同意を得られなかった

届出事務が複雑

加算を取得しなくても現在の報酬で経営可能だから（併設事業
所も含む）

加算要件を満たすためのコストが、加算による報酬の増加を上回
ると思うから

加算の存在を知らなかった

その他

無回答

全体[N=1,032] 特定事業所加算あり[N=542] 特定事業所加算なし[N=490]
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⑮サービス担当者会議実施加算の状況 

「サービス担当者会議実施加算」を算定している事業所に、サービス担当者会議の参加事業者数について

聞いたところ、平均で4.1事業者となっている。 

図表 386 サービス担当者会議の参加事業者数 

平均値（事業者） 全体[N=441] 特定事業所加算あり
[N=289] 

特定事業所加算な
し[N=152] 

参加事業者数 4.1 4.2 3.9 

 

加算の前後でのサービス担当者会議の開催状況の変化について聞いたところ、「以前と以降で開催回数は

それほど変化していない」が70.8%と多くなっている。 

図表 387 サービス担当者会議の開催状況の変化 

 

 

⑯サービス提供時モニタリング加算の状況 

「サービス提供時モニタリング加算」を算定している事業所に、加算取得前後でのサービス提供のモニタ

リングの変化について聞いたところ、「継続サービス利用支援の実施機会以外において、加算取得以前と以

降でサービス事業所へのモニタリング回数はそれほど変化していない」が56.4%である一方、「継続サービ

ス利用支援の実施機会以外において、加算取得以前も必要に応じてサービス事業所へのモニタリングをして

いたが、以降ではより頻回に実施するようになった」も29.2%見られる。 

図表 388 サービス提供のモニタリングの変化 

 

 

19.7

21.7

15.9

70.8

69.7

72.7

6.6

5.9

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=513]

特定事業所加算あり[N=337]

特定事業所加算なし[N=176]

以前はあまり開催していなかったが、以降では開催するようになった
以前も必要に応じて開催していたが、以降ではより多く開催するようになった
以前と以降で開催回数はそれほど変化していない
以前よりも開催回数が減った
無回答

8.2

8.4

7.9

29.2

31.7

25.5

56.4

54.2

59.9 4.5

3.2

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=684]

特定事業所加算あり[N=417]

特定事業所加算なし[N=267]

継続サービス利用支援の実施機会以外において、加算取得以前はサービス事業所へのモニタリングはあまりしていなかったが、以降では実施するようになった
継続サービス利用支援の実施機会以外において、加算取得以前も必要に応じてサービス事業所へのモニタリングをしていたが、以降ではより頻回に実施するようになった
継続サービス利用支援の実施機会以外において、加算取得以前と以降でサービス事業所へのモニタリング回数はそれほど変化していない
継続サービス利用支援の実施機会以外において、加算取得以前よりもサービス事業所へのモニタリング回数が減った
わからない
無回答
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(3) 報酬改定前後の変化について 

①収入増減 

平成29年4月～９月と平成30年４月～９月を比べた場合は、「収入が増えた」が48.3%、「収入はそれほ

ど変わらない」が33.6%、「収入が減った」が13.7%となっている。 

平成30年４月～９月と平成31年４月～令和元年９月を比べた場合は、「収入が増えた」が47.0%、「収入

はそれほど変わらない」が30.4%、「収入が減った」が19.4%となっている。 

図表 389 収入増減（平成29年4月～９月と平成30年４月～９月を比べた場合） 

 

図表 390 収入増減（平成30年４月～９月と平成31年４月～令和元年９月を比べた場合） 

 

 

  

48.3

58.7

36.7

33.6

28.4

39.4

13.7

10.5

17.1

4.5

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,032]

特定事業所加算あり[N=542]

特定事業所加算なし[N=490]

収入が増えた 収入はそれほど変わらない 収入が減った 無回答

47.0

57.9

34.9

30.4

24.7

36.7

19.4

15.5

23.7

3.2

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,032]

特定事業所加算あり[N=542]

特定事業所加算なし[N=490]

収入が増えた 収入はそれほど変わらない 収入が減った 無回答
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②報酬請求件数増減 

平成29年4月～９月と平成30年４月～９月を比べた場合は、「請求件数が増えた」が47.5%、「請求件数

はそれほど変わらない」が39.2%、「請求件数が減った」が8.9%となっている。 

平成30年４月～９月と平成31年４月～令和元年９月を比べた場合は、「請求件数が増えた」が55.5%、「請

求件数はそれほど変わらない」が30.4%、「請求件数が減った」が11.8%となっている。 

図表 391 報酬請求件数増減（平成29年4月～９月と平成30年４月～９月を比べた場合） 

 

図表 392 報酬請求件数増減（平成30年４月～９月と平成31年４月～令和元年９月を比べた場合） 

 

 

  

47.5

55.2

39.0

39.2

33.2

45.9

8.9

9.2

8.6

4.4

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,032]

特定事業所加算あり[N=542]

特定事業所加算なし[N=490]

請求件数が増えた 請求件数はそれほど変わらない 請求件数が減った 無回答

55.5

63.5

46.7

30.4

24.0

37.6

11.8

11.6

12.0 3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,032]

特定事業所加算あり[N=542]

特定事業所加算なし[N=490]

請求件数が増えた 請求件数はそれほど変わらない 請求件数が減った 無回答
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③実利用者数増減 

平成29年4月～９月と平成30年４月～９月を比べた場合は、「実利用者数が増えた」が45.9%、「実利用

者数はそれほど変わらない」が43.2%、「実利用者数が減った」が5.6%となっている。 

平成30年４月～９月と平成31年４月～令和元年９月を比べた場合は、「実利用者数が増えた」が46.2%、

「実利用者数はそれほど変わらない」が41.4%、「実利用者数が減った」が9.4%となっている。 

図表 393 実利用者数増減（平成29年4月～９月と平成30年４月～９月を比べた場合） 

 

図表 394 実利用者数増減（平成30年４月～９月と平成31年４月～令和元年９月を比べた場合） 

 

 

  

45.9

50.4

41.0

43.2

41.9

44.7

5.6

5.4

5.9

5.2

8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,032]

特定事業所加算あり[N=542]

特定事業所加算なし[N=490]

実利用者数が増えた 実利用者数はそれほど変わらない 実利用者数が減った 無回答

46.2

50.4

41.6

41.4

39.3

43.7

9.4

9.2

9.6

3.0

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,032]

特定事業所加算あり[N=542]

特定事業所加算なし[N=490]

実利用者数が増えた 実利用者数はそれほど変わらない 実利用者数が減った 無回答
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(4) 相談支援事業所の現在の状況について 

①新規の利用者の受け入れ 

新規の利用者の受け入れについて聞いたところ、「それほど余力があるわけではないが、新規の利用者の

受け入れは可能」が54.0%である一方、「新規の利用者の受け入れは難しい（依頼を断ることが多い）」が

39.2%見られる。 

図表 395 新規の利用者の受け入れ 

 

 

②モニタリング 

モニタリングについては、「標準期間又はそれより短い期間でのモニタリングは実施できているが、さら

に充実させることは難しい」が45.0%、「標準期間又はそれより短い期間でのモニタリングが十分に実施で

きており、さらに充実したいと考えている」が31.4%、「標準期間又はそれより短い期間でのモニタリング

の実施が困難な状況である」が20.3%となっている。 

図表 396 モニタリング 

 

 

4.7

5.9

3.5

54.0

56.1

51.6

39.2

36.0

42.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,032]

特定事業所加算あり[N=542]

特定事業所加算なし[N=490]

新規の利用者の受け入れに十分余力がある

それほど余力があるわけではないが、新規の利用者の受け入れは可能

新規の利用者の受け入れは難しい（依頼を断ることが多い）

無回答

31.4

32.7

30.0

45.0

45.8

44.1

20.3

18.6

22.2

3.3

3.0

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,032]

特定事業所加算あり[N=542]

特定事業所加算なし[N=490]

標準期間又はそれより短い期間でのモニタリングが十分に実施できており、さらに充実したいと考えている

標準期間又はそれより短い期間でのモニタリングは実施できているが、さらに充実させることは難しい

標準期間又はそれより短い期間でのモニタリングの実施が困難な状況である

無回答
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(5) 相談支援専門員の個別状況について 

①事業所の相談支援専門員数 

事業所に属する相談支援専門員数は、平均で3.1人となっている。 

図表 397 相談支援専門員数 

平均値（人） 全体[N=1,030] 特定事業所加算あり
[N=542] 

特定事業所加算な
し[N=488] 

相談支援専門員数 3.1 4.0 2.2 

 

相談支援専門員数の区分をした場合、相談支援専門員数「３～４人」の事業所が37.2%、「２人」の事業

所が25.0%、「１人」の事業所が18.9%、「５～９人」の事業所が17.6%となっている。 

図表 398 相談支援専門員数区分 

 

 
②年齢 

相談支援専門員の平均年齢は45.7歳となっている。 

図表 399 年齢 

平均値（歳） 全体[N=3,122] 特定事業所加算あり
[N=2,096] 

特定事業所加算なし
[N=1,024] 

年齢 45.7 45.0 47.1 

 

年齢区分で見ると、「40～49歳」が34.2%、「30～39歳」が26.8%、「50～59歳」が18.9%等となっ

ている。 

図表 400 年齢区分 

 

18.9

39.4

25.0

21.0

29.4

37.2

48.7

24.5

17.6

27.9

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,032]

特定事業所加算あり[N=542]

特定事業所加算なし[N=490]

１人 ２人 ３～４人 ５～９人 10人以上 無回答

26.8

29.3

25.0

34.2

36.1

34.9

18.9

19.3

20.5

6.9

6.8

8.0

4.6

3.5

7.5

6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=3,334]

特定事業所加算あり[N=2,147]

特定事業所加算なし[N=1,050]

29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65歳以上 無回答
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③就業形態 

就業形態は、「常勤」が83.7%、「非常勤」が10.7%となっている。 

図表 401 就業形態 

 

 

④専従状況 

専従状況は、「相談支援業務専従」が58.5%、「相談支援業務以外を兼務」が34.1%となっている。 

図表 402 専従状況 

 

 

⑤兼務する職種 

兼務者に、兼務する職種を聞いたところ、「管理者」が40.6%、「直接処遇職員」が30.4%、「間接・そ

の他」が20.7%等となっている。 

図表 403 兼務する職種〔複数回答〕 

 

83.7

88.4

85.0

10.7

10.0

13.6

5.6

60% 80% 100%

全体[N=3,334]

特定事業所加算あり[N=2,147]

特定事業所加算なし[N=1,050]

常勤 非常勤 無回答

58.5

68.5

45.5

34.1

27.8

51.3

7.4

3.7

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=3,334]

特定事業所加算あり[N=2,147]

特定事業所加算なし[N=1,050]

相談支援業務専従 相談支援業務以外を兼務 無回答

40.6

30.4

20.7

8.7

7.6

0.9

1.3

3.6

39.8

25.5

22.1

15.9

4.5

0.7

1.2

2.5

41.4

35.8

19.1

0.7

10.9

1.1

1.5

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理者

直接処遇職員

間接・その他

自立生活援助

居宅介護支援事業

地域包括支援センター

自立相談支援事業

無回答

全体[N=1,136] 特定事業所加算あり[N=596] 特定事業所加算なし[N=539]
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⑥総勤務時間等 

令和元年９月の総勤務時間は、平均で151.0時間となっている。うち、相談支援業務専従の相談支援専門員

の平均勤務時間は152.4時間、相談支援業務以外を兼務している相談支援専門員の平均勤務時間は148.7時

間となっている。また、相談支援業務以外を兼務している相談支援専門員の兼務時間の平均は65.7時間とな

っており、総勤務時間の約４割を兼務業務が占めている。 

図表 404 総勤務時間等（令和元年９月） 

平均値 総勤務時間（時間） 兼務時間（時間） 
全体 全体[N=2,648] 151.0  
 相談支援業務専従[N=1,623] 152.4  
 相談支援業務以外を兼務[N=966] 148.7 [N=809] 65.7 
特定事業所加算あり 全体[N=1,787] 151.6  
 相談支援業務専従[N=1,242] 152.3  
 相談支援業務以外を兼務[N=505] 149.6  [N=398] 65.7 
特定事業所加算なし 全体[N=859] 149.6  
 相談支援業務専従[N=380] 152.7  
 相談支援業務以外を兼務[N=460] 147.6  [N=411] 65.7 

 

令和元年９月の総勤務時間について、区分して見ると、「160時間以上170時間未満」が23.0%、「150時

間以上160時間未満」が18.8%となっている。相談支援業務専従の相談支援専門員と相談支援業務以外を兼

務している相談支援専門員の勤務時間を比較すると、兼務者で「128時間未満」が専従者と比べて多い傾向が

見られる。 

図表 405 総勤務時間区分 

 

 

  

9.3

8.2

12.2

8.8

7.7

11.4

11.4

9.4

13.2

16.6

17.7

17.2

17.4

18.3

16.8

17.0

15.9

17.6

18.8

20.4

19.7

21.1

22.0

21.1

16.5

15.3

18.2

23.0

24.4

24.5

24.4

24.9

24.7

23.1

23.0

24.1

6.6

8.0

5.2

6.7

7.3

5.0

7.4

10.0

5.4

5.1

4.6

6.3

4.8

4.2

5.7

6.4

5.9

6.9

20.6

16.8

15.0

16.8

15.6

15.3

18.2

20.5

14.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=3,334]

相談支援業務専従[N=1,950]

相談支援業務以外を兼務[N=1,136]

特定事業所加算あり[N=2,147]

特定事業所加算あり 専従[N=1,471]

特定事業所加算あり 兼務[N=596]

特定事業所加算なし[N=1,050]

特定事業所加算なし 専従[N=478]

特定事業所加算なし 兼務[N=539]

128時間未満 128時間以上150時間未満 150時間以上160時間未満 160時間以上170時間未満

170時間以上180時間未満 180時間以上 無回答
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⑦相談支援専門員としての経験年数 

相談支援専門員としての経験年数は、平均で4.5年となっている。 

図表 406 相談支援専門員としての経験年数 

平均値（年） 全体[N=2,990] 特定事業所加算あり
[N=2,034] 

特定事業所加算な
し[N=954] 

経験年数 4.5 4.8 3.9 

 

経験年数の区分で見ると、「５年以上10年未満」が27.4%、「１年以上２年未満」が12.6%等となってい

る。 

図表 407 経験年数区分 

 

 

 

  

11.0

10.7

13.0

12.6

13.0

13.4

10.4

10.1

12.4

10.1

10.3

11.0

10.4

10.5

11.5

27.4

30.2

25.0

7.8

9.8

4.7

10.3

5.3

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=3,334]

特定事業所加算あり[N=2,147]

特定事業所加算なし[N=1,050]

１年未満 １年以上２年未満 ２年以上３年未満 ３年以上４年未満

４年以上５年未満 ５年以上10年未満 10年以上 無回答
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⑧相談支援専門員１人あたりの計画作成件数 

平成31年４月～令和元年９月の半年間における相談支援専門員の１人あたりの計画作成件数は、計画相談

支援で「サービス利用支援作成件数」が平均19.0件、「継続サービス利用支援作成件数」が平均45.4件、障

害児相談支援で「障害児支援利用援助作成件数」が平均8.7件、「継続障害児支援利用援助作成件数」が平均

13.4件で、合計は86.4件である。 

担当者数については、「サービス等利用計画担当利用者数」が平均45.5人、「障害児支援利用計画担当利

用者数」が平均15.0人で、担当者数合計は60.5人となっている。 

図表 408 相談支援専門員１人あたりの計画作成件数・担当者数 

平均値（件、人） 全体[N=2,683] 特定事業所加算あり
[N=1,710] 

特定事業所加算なし
[N=841] 

サービス利用支援作成件数 19.0 20.3 15.9 
継続サービス利用支援作成件数 45.4 49.4 36.8 
障害児支援利用援助作成件数 8.7 8.7 9.1 
継続障害児支援利用援助作成件数 13.4 13.6 13.4 
計画作成件数の合計 86.4 92.0 75.2 
サービス等利用計画担当利用者数 45.5 48.8 38.8 
障害児支援利用計画担当利用者数 15.0 15.3 15.0 
担当利用者数の合計 60.5 64.2 53.8 

 

計画作成件数の区分で見ると、「141件以上」が13.4%、「41～60件」が11.2%、「81～100件」が11.0%

等となっている。 

図表 409 計画作成件数区分 

 

 

担当者数の区分で見ると、「71人以上」が28.5%となっている。 

図表 410 担当者数区分 

 

10.2

7.9

14.6

9.4

8.4

12.0

11.2

10.4

12.4

10.2

10.0

9.7

11.0

11.7

9.0

8.8

9.5

7.3

6.3

6.8

5.0

13.4

15.0

10.0

19.5

20.4

19.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=3,334]

特定事業所加算あり[N=2,147]

特定事業所加算なし[N=1,050]

20件以下 21～40件 41～60件 61～80件 81～100件 101～120件 121～140件 141件以上 無回答

8.5

6.3

12.3

6.0

5.3

7.5

7.6

7.0

9.1

7.6

7.2

8.0

8.5

8.4

8.1

7.1

7.1

6.8

6.8

7.5

5.0

28.5

30.9

23.3

19.5

20.4

19.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=3,334]

特定事業所加算あり[N=2,147]

特定事業所加算なし[N=1,050]

10人以下 11～20人 21～30人 31～40人 41～50人 51～60人 61～70人 71人以上 無回答
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相談支援専門員の計画作成件数で、各相談支援専門員について「上位（101件以上）」「中位（51～100

件）」「下位（50件以下）」の三分位を行った。この区分では、「上位（101件以上）」に属する相談支援

専門員が28.5%、「中位（51～100件）」に属する相談支援専門員が26.2%、「下位（50件以下）」に属す

る相談支援専門員が25.8%となっている。 

図表 411 計画作成件数三分位 

 

 

⑨業務で負担感の大きいと感じるもの 

業務で負担感の大きいと感じるものを聞いたところ、「サービス担当者会議の開催および開催の準備」が

50.2%と最も多く、次いで、「契約後からサービス等利用計画案の作成まで」が31.3%、「初回の相談開始

から契約まで」が29.2%等となっている。 

図表 412 業務で負担感の大きいと感じるもの〔複数回答〕 

 

  

28.5

31.2

22.4

26.2

26.0

24.8

25.8

22.4

33.0

19.5

20.4

19.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=3,334]

特定事業所加算あり[N=2,147]

特定事業所加算なし[N=1,050]

上位（101件以上） 中位（51～100件） 下位（50件以下） 無回答

29.2

7.3

31.3

50.2

24.2

26.6

19.0

19.4

21.4

28.7

6.8

30.2

50.2

24.1

25.3

18.8

20.1

23.0

29.1

7.8

32.5

48.4

23.4

28.6

17.0

16.7

20.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初回の相談開始から契約まで

契約締結の手続き

契約後からサービス等利用計画案の作成まで

サービス担当者会議の開催および開催の準備

継続サービス利用支援（モニタリング）

サービス更新時の計画案の作成・再提出

請求事務等の庶務的業務

その他

無回答

全体[N=3,334] 特定事業所加算あり[N=2,147] 特定事業所加算なし[N=1,050]
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三分位区分で見ると、件数の多い「上位」では、特に「サービス担当者会議の開催および開催の準備」が

多くなっている。 

図表 413 業務で負担感の大きいと感じるもの（三分位区分）〔複数回答〕 

 

 

  

29.2

7.3

31.3

50.2

24.2

26.6

19.0

19.4

21.4

33.5

9.6

35.1

65.4

32.5

30.8

28.3

28.7

5.0

37.7

8.1

38.3

63.2

30.5

34.5

23.4

23.1

3.6

35.3

9.0

41.7

55.3

26.2

32.7

16.3

18.4

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初回の相談開始から契約まで

契約締結の手続き

契約後からサービス等利用計画案の作成まで

サービス担当者会議の開催および開催の準備

継続サービス利用支援（モニタリング）

サービス更新時の計画案の作成・再提出

請求事務等の庶務的業務

その他

無回答

全体[N=3,334] 上位（101件以上）[N=951] 中位（51～100件）[N=873] 下位（50件以下）[N=859]
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⑩業務上の悩み 

業務上の悩みについて聞いたところ、「自分の能力や資質に不安がある」が41.9%と最も多く、次いで、

「賃金が低い」が32.1%等となっている。「業務上の悩みはない」は3.3%である。 

図表 414 業務上の悩み〔複数回答〕 

 

 

  

24.1

8.0

11.8

32.1

21.7

5.4

25.2

41.9

13.7

7.2

17.2

3.3

18.8

24.8

7.6

11.7

32.2

19.0

5.7

25.1

41.8

13.3

4.5

17.4

3.0

20.5

21.8

8.8

12.0

29.9

27.0

4.3

24.8

40.5

14.2

12.5

14.9

4.2

17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

残業が多い/仕事の持ち帰りが多い

休日・休暇がとれない

夜間対応・休日対応、緊急時対応が多い

賃金が低い

兼務業務が忙しく、相談支援業務の時間が十分にとれない

事業所や法人からのノルマや課題、営業目標が厳しい

サービス種別や事業所の選択に制約がある

自分の能力や資質に不安がある

研修への参加や課題提出の負担が大きい

相談できる相手がいない

その他

業務上の悩みはない

無回答

全体[N=3,334] 特定事業所加算あり[N=2,147] 特定事業所加算なし[N=1,050]
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三分位区分で見ると、件数の多い「上位」では、「賃金が低い」等が他と比べて多くなっている。 

図表 415 業務上の悩み（三分位区分）〔複数回答〕 

 

 

  

24.1

8.0

11.8

32.1

21.7

5.4

25.2

41.9

13.7

7.2

17.2

3.3

18.8

34.7

12.3

19.2

45.5

19.2

9.5

32.3

48.4

19.2

10.1

24.3

2.8

1.8

29.6

9.0

12.7

40.0

23.4

6.6

31.7

53.4

16.2

7.6

22.3

2.4

2.4

23.6

7.9

10.5

30.8

36.7

3.5

27.9

51.7

14.3

8.6

15.1

5.8

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

残業が多い/仕事の持ち帰りが多い

休日・休暇がとれない

夜間対応・休日対応、緊急時対応が多い

賃金が低い

兼務業務が忙しく、相談支援業務の時間が十分にとれない

事業所や法人からのノルマや課題、営業目標が厳しい

サービス種別や事業所の選択に制約がある

自分の能力や資質に不安がある

研修への参加や課題提出の負担が大きい

相談できる相手がいない

その他

業務上の悩みはない

無回答

全体[N=3,334] 上位（101件以上）[N=951] 中位（51～100件）[N=873] 下位（50件以下）[N=859]
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(6) 相談支援専門員の担当利用者について 

①種別 

各相談支援専門員が半年間で担当した利用者について聞いたところ、全体で136,596人分の回答があった。

計画の種別は、「サービス利用支援」が74.8%、「障害児支援利用援助」が23.2%となっている。 

図表 416 種別 

 

図表 417 種別（三分位区分） 

 

 

②モニタリング回数 

モニタリング回数（１年あたり）は、平均で2.8回となっている。 

図表 418 モニタリング回数（１年あたり） 

平均値（回） 全体[N=134,926] 特定事業所加算あり
[N=90,590] 

特定事業所加算なし
[N=37,512] 

モニタリング回数 2.8 2.9 2.7 

図表 419 モニタリング回数（１年あたり）（三分位区分） 

平均値（回） 全体[N=134,926] 上位（101件以上）
[N=67,927] 

中位（51～100
件）[N=46,605] 

下位（50件以下）
[N=19,166] 

モニタリング回数 2.8 2.9 2.7 2.8 

 

  

74.8

75.9

71.3

23.2

22.0

27.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=136,596]

特定事業所加算あり[N=91,649]

特定事業所加算なし[N=38,091]

サービス利用支援 障害児支援利用援助 無回答

74.8

72.0

76.6

81.3

23.2

26.5

20.9

16.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=136,596]

上位（101件以上）[N=68,372]

中位（51～100件）[N=47,216]

下位（50件以下）[N=19,779]

サービス利用支援 障害児支援利用援助 無回答
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モニタリング回数（１年あたり）を区分して見ると、「２回」が58.1%、「３～５回」が27.1%となって

いる。 

図表 420 モニタリング回数区分 

 

 

③年代 

利用者の年代は、「成人期（18～64歳）」が68.6%、「学齢期（６～17歳）」が18.2%、「高齢期（65

歳以上）」が6.7%、「乳幼児期（０～５歳）」が6.0%となっている。 

図表 421 年代 

 

図表 422 年代（三分位区分） 

 

1回
8.8%

2回
58.1%

3～5回
27.1%

6回以上
4.8%

無回答
1.2%

全体[N=136,596]

6.0

5.3

7.9

18.2

17.4

20.6

68.6

69.9

64.4

6.7

7.0

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=136,596]

特定事業所加算あり[N=91,649]

特定事業所加算なし[N=38,091]

乳幼児期（０～５歳） 学齢期（６～17歳） 成人期（18～64歳） 高齢期（65歳以上） 無回答

6.0

7.0

5.4

3.9

18.2

20.4

16.5

13.8

68.6

66.1

69.9

74.3

6.7

6.1

7.5

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=136,596]

上位（101件以上）[N=68,372]

中位（51～100件）[N=47,216]

下位（50件以下）[N=19,779]

乳幼児期（０～５歳） 学齢期（６～17歳） 成人期（18～64歳） 高齢期（65歳以上） 無回答
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④障害種別 

障害種別は、「知的障害」が50.0%、「障害児」が24.2%、「精神障害」が21.8%、「身体障害」が19.8%、

等となっている。 

図表 423 障害種別〔複数回答〕 

 

図表 424 障害種別（三分位区分）〔複数回答〕 

 

 

  

19.8

50.0

21.8

1.2

24.2

0.6

20.2

51.8

21.3

1.2

22.7

0.7

19.4

46.1

21.5

1.3

28.6

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害

知的障害

精神障害

難病

障害児

無回答

全体[N=136,596] 特定事業所加算あり[N=91,649] 特定事業所加算なし[N=38,091]

19.8

50.0

21.8

1.2

24.2

0.6

17.5

49.3

21.6

1.1

27.4

0.6

21.7

50.9

21.1

1.3

22.0

0.7

23.8

50.8

23.7

1.6

17.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害

知的障害

精神障害

難病

障害児

無回答

全体[N=136,596] 上位（101件以上）[N=68,372]

中位（51～100件）[N=47,216] 下位（50件以下）[N=19,779]
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⑤障害支援区分 

障害支援区分は、「申請中、障害児、なし」が44.4%、「区分６」が13.7%、「区分３」が10.6%、「区

分４」が10.4%等となっている。 

図表 425 障害支援区分 

 

図表 426 障害支援区分（三分位区分） 

 

 

  

9.3

9.3

8.9

10.6

10.9

10.0

10.4

10.6

10.1

8.9

9.4

8.1

13.7

14.4

12.2

44.4

42.7

48.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=136,596]

特定事業所加算あり[N=91,649]

特定事業所加算なし[N=38,091]

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 申請中、障害児、なし 無回答

9.3

8.7

9.5

10.5

10.6

10.4

10.3

11.8

10.4

10.1

10.7

11.0

8.9

8.3

9.7

9.6

13.7

11.3

16.3

16.4

44.4

48.5

41.1

37.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=136,596]

上位（101件以上）[N=68,372]

中位（51～100件）[N=47,216]

下位（50件以下）[N=19,779]

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 申請中、障害児、なし 無回答
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⑥対象者特性 

対象者特性については、「重症心身障害児者」が5.4%、「強度行動障害を有する障害児者」が4.1%、「医

療的ケアを要する障害児者（重心除く）」が2.5%となっている。 

図表 427 対象者特性〔複数回答〕 

 

図表 428 対象者特性（三分位区分）〔複数回答〕 

 

 

  

4.1

5.4

2.5

70.4

17.6

4.3

5.4

2.5

72.1

15.8

3.6

5.5

2.8

67.7

20.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強度行動障害を有する障害児者

重症心身障害児者

医療的ケアを要する障害児者（重心除く）

その他の障害児者

無回答

全体[N=136,596] 特定事業所加算あり[N=91,649] 特定事業所加算なし[N=38,091]

4.1

5.4

2.5

70.4

17.6

4.0

4.3

2.5

72.3

17.0

4.4

6.6

2.1

69.6

17.4

4.0

6.6

3.6

66.5

19.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強度行動障害を有する障害児者

重症心身障害児者

医療的ケアを要する障害児者（重心除く）

その他の障害児者

無回答

全体[N=136,596] 上位（101件以上）[N=68,372]

中位（51～100件）[N=47,216] 下位（50件以下）[N=19,779]
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⑦居住特性 

居住特性は、「家族と同居」が63.4%、「施設入所」が13.2%、「グループホーム」が10.8%、「独居」

が10.3%となっている。 

図表 429 居住特性 

 

図表 430 居住特性（三分位区分） 

 

 

  

63.4

62.2

66.2

10.3

10.3

9.8

10.8

11.3

9.8

13.2

14.1

11.6
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⑧対象者宅の訪問にかかる移動時間 

対象者宅の訪問にかかる移動時間（片道）は、「10分以上20分未満」が29.5%、「20分以上30分未満」

が26.7%、「10分未満」が17.9%等となっており、比較的近距離が多い。 

図表 431 対象者宅の訪問にかかる移動時間（片道） 

 

図表 432 対象者宅の訪問にかかる移動時間（片道）（三分位区分） 
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